
短 期 貸 付 金

8

無 形 固 定 資 産

出 資 金

信 用 取 引 負 債

信用取引貸証券受入金

賞 与 引 当 金

固　定　負　債

そ の 他 の 固 定 負 債

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金

23

未 払 費 用 40

未 収 収 益

11

未 払 金 7

前 払 費 用

0

短 期 借 入 金 30信用取引借証券担保金

科　　　　目 金　　額 科　　　　目 金　　額

約 定 見 返 勘 定 54

信 用 取 引 借 入 金 122預 託 金 2,200

146

信 用 取 引 貸 付 金 1,410

預 り 金 1,964信 用 取 引 資 産 1,426

23

貸　借　対　照　表
（2023年３月31日現在）

(単位：百万円)

資　産　の　部 負　債　の　部

現 金 ・ 預 金 2,007

流　動　資　産 6,081 流　動　負　債 2,516

受 入 保 証 金 271

未 収 入 金

386

293

45

20

39

未 払 法 人 税 等 4

1,225318

52

そ の 他 の 流 動 資 産

5,407固　定　資　産

有 形 固 定 資 産

建 物

繰 延 税 金 負 債 1,179

器 具 ・ 備 品

8

16

そ の 他

511投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

5,066

資 本 剰 余 金 0

ソ フ ト ウ ェ ア

資 本 金

2

5,017

長 期 前 払 費 用

4,825

負　債　合　計 3,750

73

長 期 差 入 保 証 金

2

70

1

純　資　産　の　部

株　主　資　本

127

利 益 剰 余 金 4,554

資 本 準 備 金 0

土 地

資　産　合　計 11,488 負債 ・ 純資産合計 11,488

純　資　産　合　計 7,738

その他有価証券評価差額金 2,671

評価・換算差額等 2,671

109

繰越利益剰余金 2,427

10

別 途 積 立 金 2,000

その他利益剰余金 4,427

利 益 準 備 金

1



営 業 損 失 178

営 業 外 収 益 152

営 業 外 費 用 1

経 常 損 失 27

特 別 利 益 36

臨 時 利 益 36

そ の 他 の 営 業 収 益 0

金 融 費 用 61

純 営 業 収 益 1,076

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 1,254

212

金 融 収 益 22

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益

損　益　計　算　書

〔 2022 年 ４ 月 １ 日 か ら 〕2023 年 ３ 月 31 日 ま で

営 業 収 益 1,137

受 入 手 数 料 902

(単位：百万円)

科　　　　　　目 内　　　　訳 金　　　　額

法人税、住民税及び事業税 1

当 期 純 利 益 7

特 別 損 失 0

臨 時 損 失 0

税 引 前 当 期 純 利 益 9

2



有価証券の評価基準及び評価方法

金融商品取引法第46条の５の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する
内閣府令」第175条に定めるところにより算出した額を金融商品取引責任準
備金として計上しております。

建　　　物　 10～50年

(2)無形固定資産（リース資産を除く）及び投資その他の資産
　法人税法に基づく定額法によっております。

４．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用してお

ります。

３．引当金の計上基準
(1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回
収不能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支払いに充てるため、将来支給見込額のう

ち当事業年度負担額を計上しております。

(3)金融商品取引責任準備金

　外貨建金銭債権債務の内、顧客からの外貨建預り金は発生時の為替相場に
より円貨に換算し、その他の外貨建債権債務については、期末日の直物為替
相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

個　別　注　記　表
当社の貸借対照表及び損益計算書は、「会社計算規則」（平成18年２月７日法務

省令第13号）の規定のほか「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年８月
６日内閣府令第52号）及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭和49年
11月14日付及び平成19年９月18日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成
しております。

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】
１．資産の評価基準及び評価方法

・売買目的有価証券
　時価法（売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

・その他の有価証券
　時価のあるもの…時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
　　　　　　　　　却原価は移動平均法により算定）を採用しております。
　時価のないもの…移動平均法による原価法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産（リース資産を除く）

法人税法の規定する方法と同一の基準による定率法によっております。但
し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、及び2016
年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、法人税法の
規定に基づく定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

器具・備品 　２～10年

(3)リース資産

3



５．消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理については税抜方式によっております。

　なお、上記には減損損失累計額19百万円が含まれております。

（f）　差入保証金代用有価証券

（単位：百万円）
24

－

２．有形固定資産の減価償却累計額 204 百万円

－

（f）　受入保証金代用有価証券(再担保に供する旨の同意を得たものに限る。)

（g）　その他担保として受入れた有価証券で、自由処分権の付されたもの

（d）　現先取引で買い付けた有価証券

(2)有価証券等を差し入れた場合等の時価額

(3)有価証券等の差入れを受けた場合等の時価額

（a）　信用取引貸証券

（b）　信用取引借入金の本担保証券

（c）　消費貸借契約により貸し付けた有価証券

（d）　現先取引で売却した有価証券

（単位：百万円）

3,826

－

16

－

－

（e）　受入証拠金代用有価証券(再担保に供する旨の同意を得たものに限る。)

（b）　信用取引借証券

（c）　消費貸借契約により借り入れた有価証券

1,322

122
－
－
－

2,018
－

1,184

（e）　差入証拠金代用有価証券（顧客の直接預託にかかるものを除く。）

（g）　長期差入保証金代用有価証券

（h）　その他担保として差し入れた有価証券

（i）　顧客分別金信託として信託した有価証券

－ 1,073

（a）　信用取引貸付金の本担保証券

科目

短期借入金

　金融機関
　借入金
　証券金融会社
　借入金

10

－

－

122

152

30

10

20

10

－

預金・
預託金

10

－

－

信用取引借入金

計

－

－

－

－

－

－

－

有形固
定資産

－

－

－

投資
有価証券

2,018

－

2,018

2,028

2,018

3,091－

－

－

【貸借対照表に関する注記】
１．担保に供している有価証券その他の資産および担保として預託を受けている
　　有価証券その他の資産の時価

（単位：百万円）

10

商品有価
証券等

－

－

被担保債務
その他の
固定資産

－

(1)担保資産

期末残高

1,073

3,101

計

担保に供している資産
その他の
流動資産
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繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（※）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額 (単位：百万円)

(a) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額となっています。

99 百万円

0 百万円

145 百万円

△ 145 百万円

－ 　　　　　　繰延税金資産合計

繰延税金負債の純額 1,179 百万円

賞与引当金

未払役員退職慰労金

金融商品取引責任準備金

有形固定資産減価償却超過額

ゴルフ会員権評価損

資産除去債務

【税効果会計に関する注記】

（繰延税金資産）

15 百万円

12 百万円

2 百万円

0 百万円

3 百万円

4 百万円

　　　繰延税金負債合計 1,179 百万円

（繰延税金負債）　　

1年以内
1年超 2年超 3年超 4年超

3 百万円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額

△ 99 百万円

△ 45 百万円

非償却資産減損処理額

未払中退共掛金・確定拠出金

　　　繰延税金資産小計

3年以内 4年以内 5年以内

　　　評価性引当額小計

未払事業税

税務上の繰越欠損金（※）

その他

0 百万円

0 百万円

その他有価証券評価差額金 1,179 百万円

繰延税金資産 － － － －

－ 84 99

評価性引当額 － － △15 － － △84 △99

税務上の繰越欠損金(a) － － 15 －

5年超 合計
2年以内

－ － －
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時価は帳簿価額に等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 (単位：百万円)

【１株当たり情報に関する注記】

【重要な後発事象に関する注記】

【その他の注記】
１．退職給付に関する注記

２．資産除去債務に関する注記

(f)信用取引借入金 －

－

－

－

－

(23)

(30)

2,200 

(23)

1,410 

16 

4,818 

－

－4,818 

(122) (122)

貸借対照表
計上額(＊)

2,007 

時価(＊)

(b)預託金

(c)信用取引貸付金

(d)信用取引借証券担保金

(e)投資有価証券

2,200 

1,410 

16 

【金融商品に関する注記】
１．金融商品の状況に関する事項

トレーディング商品および投資有価証券（上場株式）は、リスク管理規程
に沿って、日々時価の把握を行っております。

２．金融商品の時価等に関する事項

2,007 

2023年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこ
れらの差額については、次の通りであります。なお、市場価格のない株式等
は、次表には含まれておりません。

 (単位：百万円)

－

差額

(a)現金及び預金

(a)現金および預金　(b)預託金　(c)信用取引貸付金　(d)信用取引借証券担保金
(f)信用取引借入金　(g)信用取引貸証券受入金

(30)
（＊）負債に計上されているものについては（　）で表示しております。
（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当
該帳簿価額によっております。

(g)信用取引貸証券受入金

(h)短期借入金

(e)投資有価証券

(h)短期借入金
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　該当事項はありません。

１．１株当たり純資産額 1,708円25銭

２．１株当たり当期純利益 1円71銭

当社は、本店及び支店２ヶ所の不動産賃借契約に基づき、退去時における
原状回復に係る債務を有しております。各拠点の建物の耐用年数、当社の入
居予定期間等を考慮し、資産除去債務を算出し計上いたしております。

当社は、退職金規程に基づく退職金制度として、確定拠出年金制度および
中小企業退職金共済制度を採用しております。

（注２）時価情報開示対象から除いた投資有価証券の内容及び貸借対照表計上額

貸借対照表計上額
6 非上場株式
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